
重要事項説明書 

 

 

１．事業者 

  有 限 会 社   ソ   ラ 

  代表取締役  片 桐 幸 子 

  北海道札幌市手稲区富丘３条３丁目８番１６号 

  電話番号 ０１１－６８８－１５１１  FAX番号 ０１１－６８８－１５１２ 

 

２．事業の目的と運営方針 

   共同生活を営むべき住居において、家庭的な環境の下、入浴、排泄、食事等の介護、

その他の日常生活を送れるように支援することを目的としており、ホームでの生活は、

人権と尊厳を尊重し、「明朗」「快活」に安心して安全に継続性を重視したサービス提

供に専念します。 

   また、地域との交流を深め、地域と協調した誰からも愛されるホームを日々目指し

ております。 

  ① 契約者の人権と尊厳を尊重し、常に契約者に立ったサービスを提供すると共に、

契約者や契約者代理人等と共に作成した介護サービス計画により必要で適切なサー

ビスを提供します。 

  ② 介護従業者は、適切な介護技術を持ってサービスを提供します。 

  ③ 常に提供したサービスの質の管理、及び評価を行います。 

 

３．事業所（ご利用住居） 

  名  称  グループホーム笑顔の村二番地 

  所 在 地  北海道札幌市北区篠路３条１丁目１番３４－２号 

  電話番号  （オリーブ）ユニット       ０１１－７６９－０４３０   

        （ネーブル）ユニット       ０１１－７６９－０４３２ 

FAX 番号  （オリーブ）（ネーブル）ユニット ０１１－７６９－０４３１ 

  指定番号  ０１７０２０１３２１ 

  建  物  木造モルタル２階建て 

  利用定員  （オリーブ）ユニット ９名 

        （ネーブル）ユニット ９名 

  管 理 者  相内 裕生 

  職 員 数  常勤 １０名   非常勤 １３名 

 

４．職員体制   

① 管理者       １名（常 勤１名）介護従業者と兼務 

     管理者は、業務の管理及び職員等の管理を一元的に行います。 

 ② 計画作成担当者（オリーブ）ユニット １名（非常勤１名）専任１名 

           （ネーブル）ユニット １名（非常勤１名）専任１名 

     計画作成担当者は、利用者に適切なサービスが提供されるように介護計画を作

成するとともに、連携する介護老人施設、介護老人保健施設、病院等との連絡、



調整を行います。 

  ③ 介護従業者  （オリーブ）ユニット１１名（常 勤４名）管理者と兼務１名 

                               専任３名 

（非常勤７名）専任７名 

（ネーブル）ユニット１０名（常 勤７名）管理者と兼務１名 

                   専任６名 

（非常勤３名）専任３名 

     介護従業者は、利用者に対し必要な介護及び支援を行い、また日々介護技術、

専門知識の向上に努めます。 

 

５．勤務体制  ３交代制   早番  ８：３０～１７：３０ 

               日勤  ９：３０～１８：３０ 

               夜勤 １７：００～１０：００ 

   昼間時間帯は（オリーブ）ユニット３名、（ネーブル）ユニット３名（計６名）、夜

間帯は（オリーブ）ユニット１名、（ネーブル）ユニット１名（計２名）が勤務します。 

 

６．休 業 日  なし 

 

７．介護内容 

   指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の内容は、次のとおりとします。 

   ① 入浴、排泄、食事、衣類の着脱等の援助 

   ② 日常生活上の相談、援助 

   ③ 日常生活の中での機能訓練 

 

８．利用料等 

  利用料、支払方法等については、「別掲」のとおりとします。 

 

９．日常生活に必要とされる金銭等の管理 

   事業者は、契約者又は契約者代理人からの申し出があった場合、契約者の日常生活

に必要とされる最低限の金銭の管理を行います。 

   契約者の日常生活に必要とされる金銭の管理の報告は、毎月末日で計算して契約者

及び契約者代理人へ書面にて報告します。 

   事業者は、契約者の日常に必要とされる金銭以外の管理、運用は行いません。 

 

１０．留意事項 

   ① 面 会   

来訪者は、面会の都度、職員に届出て面会簿に記入ください。宿泊される場合

においては、必ず許可を得て宿泊簿に必要事項を記入ください。 

当事業所は、面会時間の定めはありません。 

   ② 外出、外泊   

     外出や外泊をされる場合においては、外出・外泊簿に行き先や帰着予定時間を

記入し、職員に届け出てください。 



     帰着時には、外出や外泊時のご様子を職員までお知らせください。 

   ③ 住居、居室の利用 

     この住居は共同生活を営む場です。設備や備品等については、本来の用法に従

って大切にご利用ください。これに反した使用法などによって破損や汚損が生じ

た場合、契約者若しくは契約者代理人に賠償していただくことがありますので、

ご注意ください。 

④ 利用者は努めて健康に留意すること。 

⑤ 健康状態に異常があるときは、その旨申し出ること。 

⑥ 調理その他家事等には可能な限り協力すること。 

⑦ 喧嘩、口論、泥酔等他人に迷惑をかけないこと。 

 

１１．協力医療機関 

   ・ 医療法人新産健会 ひがし在宅クリニック 

・ 社会医療法人延山会 北成病院 

・ 医療法人社団心優会 中江病院 

・ 医療法人社団 早川整形外科医院 

・ 社会医療法人鳩仁会 介護老人保健施設さっぽろ東ナーシング 

・ カルチェド歯科 

  

   協力内容 

    往診及び日常の診察、治療、保健指導、薬の処方 

    夜間緊急時における対応  

    入退去に関する指導、及び介護に関する情報交換等 

 

１２．利用者からの苦情や相談を処理するために講ずる措置の概要及び手順 

  当事業所では、契約者からの相談及び苦情等に対する常設の窓口を設けております。 

 また、措置の概要や手順については、事業所内の見やすい場所に掲示してあります。 

   相談や苦情等に対する相談担当者がおり、担当者不在の場合には、基本的な事項は

全職員が対応できるようにするとともに、担当者へ必ず引継ぎをします。 

  （担当者） 

・グループホーム笑顔の村二番地 管理者 相内 裕生 

                ０１１－７６９－０４３０ 

   ・有限会社 ソラ      代表取締役 片桐 幸子 

                ０１１－６８８－１５１１ 

   その他の外部の苦情相談窓口 

   ・北海道国民健康保険団体連合会 介護・障害者総合支援課 企画・苦情係 

    〒060-0062 札幌市中央区南二条西１４丁目 国保会館 

     TEL ０１１－２３１－５１７５ FAX ０１１－２３３－２１７８ 

   ・北海道福祉サービス運営適正化委員会 

    〒060-0002 札幌市中央区北二条西７丁目 北海道立道民活動センター ３階 

     TEL ０１１－２０４－６３１０ FAX ０１１－２０４－６３１１ 

 



円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制及び手順について 

   ○ 苦情等があった場合には、ただちに管理者が相手方と連絡をとり、または直接

出向く等して詳しい事情を伺います。 

   ○ 管理者が必要と判断した場合は、職員を集めて検討会議を開催します。 

   ○ 苦情、相談記録を台帳に保管し、再発を防止します。 

 

１３．記録の整備 

   事業所は、職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備します。利用者に対す

る（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供に関する記録を整備し、その完結の

日から５年間保存します。 

 

１４．契約者の権利等について 

   契約者と契約者代理人等は、以下の権利を事業者に対して主張することができます。 

   ① 独自の生活歴を有する個人として尊重され、プライバシーを保ち、尊厳を維持

する権利 

   ② 生活や介護サービスにおいて、十分な情報が提供され、個人の自由や好み及び

主体的な決定が尊重される権利 

   ③ 安心感と自信を持てるよう配慮され、安全と衛生が保たれた環境で生活する権

利 

   ④ 自らの能力を最大限に発揮できるよう支援され、必要に応じて適切な介護を継

続的に受ける権利 

   ⑤ 必要に応じて適切な医療を受けることについて援助を受ける権利 

   ⑥ 家族や大切な人との通信や交流が保たれ、個人情報が守られる権利 

   ⑦ 地域社会の一員として生活し、選挙その他一般市民としての行為を行う権利 

   ⑧ 暴力や虐待及び身体的、精神的に拘束を受けない権利 

   ⑨ 生活や介護サービスにおいて、いかなる差別も受けない権利 

   ⑩ 生活や介護サービスについて、職員に苦情を訴え、解決されない場合は、専門

家又は第三者機関の支援を受ける権利 

 

１５．共同生活を営むための利用者の義務等について 

契約者及び契約代理人の義務 

   契約者及び契約代理人は、事業者に対して以下の義務を負います。 

 ① 契約者の能力や健康状態についての情報を正しく事業者に提供すること。 

   ② 他の契約者やその訪問者及び事業者の職員の権利を不当に侵害しないこと。 

   ③ 特別の事情がない限り、契約者の取り決めやルール及び事業者や主治医の指示

に従うこと。但し、契約者又は契約者代理人が、介護や医療に関する事業者及び

主治医の指示に従うことを拒否する旨を指示した書面を事業者に提示し、それに

よって起こる全てについて契約者及び契約者代理人が責任を負うことを明らかに

した場合はその限りではありません。 

   ④ 事業者が提供する各種サービスに異議がある場合には、速やかに事業者に知ら

せること。 

   ⑤ 市町村並びに介護保険法その他省令に基づく事業者への立ち入り調査につい



て、契約者及び契約者代理人は協力すること。 

 

１６．虐待の防止について 

事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じ

ます。  

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について、職員に周知徹底を図っております。  

② 虐待の防止のための指針を整備しております。 

③ 職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施しております。 

④ ３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を選定しております。  

   虐待防止に関する担当者 相内 裕生（管理者） 

事業所は、サービス提供中に、当該事業所職員又は養護者（利用者の家族等高齢者

を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やか

に、これを市町村に通報します。 

 

１７．身体拘束について 

   事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為は行いません。や

むを得ず身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。  

事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、 次の各号に掲げる措置を講じます。 

① 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催

するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図っております。  

② 身体的拘束等の適正化のための指針を整備しております。 

③ 職員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施しております。 

 

１８．運営推進会議について 

   指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護が地域に密着し、地域に開かれたもの

にするために、運営推進会議を開催します。 

① 運営推進会議の開催は、２ヶ月に１回以上とします。 

② 運営推進会議のメンバーは、利用者、利用者家族、地域住民の代表者、民生委

員、地域包括支援センター職員等で構成します。 

③ 会議の内容は、事業所のサービス内容の報告及び利用者に対して適切なサービ

スが行われているかの確認、地域との意見交換、交流とします。 

④ 運営推進会議の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、

当該記録を公表します。 

 

１９．非常災害時等の対策について 

   当ホームでは、災害時対応マニュアルを作成しており、職員はミーティング等で研

修しております。 

   災害発生時には、マニュアルに沿って、初期対策活動を行い、災害の状況及び利用

者の状況を勤務者よりホーム長と運営本部へ連絡し、速やかに対応することとなって



おります。 

   また、災害時の連絡手段としてＮＴＴの伝言ダイアルを利用してご家族と連絡をと

ることとしております。 

   非常災害時の対策については、下記のとおりです。 

① 消防計画の策定 

   ② 防火管理者 相内 裕生（管理者） 

   ③ 避難訓練の実施（年に２回以上） 

     避難訓練については、消防署指導の下、契約者及び全職員が参加して実施して

おります。 

   ④ 防火設備の保守点検は、業者に委託しており、年に１度消防署へ管理点検状況

を報告しております。 

 

２０．緊急時の対応について 

   事業所は、サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他緊急事態が

生じた場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、

利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。 

また、主治医への連絡が困難な場合は、救急搬送等の必要な措置を講じます。 

 

２１．事故発生時の対応について 

事業所は、提供したサービスにより事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族

に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。事故の状況及び事故に際して採った

処置・経過を記録し、原因の分析、再発防止のための取り組みを行います。 

また、利用者に対するサービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害

賠償を速やかに行います。 

 

２２．衛生管理について 

事業所は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、

衛生的な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。  

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を

講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員

会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知

徹底を図っております。  

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備しており

ます。 

③ 事業所において職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施しております。 

 

２３．業務継続計画について 

事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する（介護予防）認知

症対応型共同生活介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継



続計画に従い必要な措置を講じます。 

① 事業所は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施しております。 

② 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行います。 

 

２４．事業所の運営に関する評価について 

   当事業所では、介護サービスや運営に関する自己評価及び第三者評価機関が実施す

る評価を年に１回以上実施しております。内容や結果については、報告書を独立行政

法人福祉医療機構が運営する「WAM NET」に掲載すると共に、事業所内に掲示及び契

約者代理人へ報告します。 

 

２５．個人情報の保護について 

   事業者は、契約者及び契約者代理人の個人情報を適切に管理しており、外部に漏洩

や減失又はき損の防止を図っております。 

   また、職員は在職中はもとより、退職後も契約者及び契約者代理人の個人情報を漏

らすことのないよう誓約書を提出しております。 

   以下の項目について必要な場合には、最低限の個人情報を提供することとします。 

  １）利用する目的 

① 契約者の日常の往診や受診に係る医療機関との連絡調整をする場合。 

② 契約者の容態が急変した場合など、緊急搬送時等における各機関との連絡調 

整をする場合。 

③ 契約者が他の施設等に入所を希望する際、施設等の事業者と連絡調整をする場

合。 

④ 行政機関より情報提供の要請を受けた場合。 

２）利用に際しての条件 

① 個人情報の第三者提供については、必要最小限とし、関係者以外の者に漏れ  

ることのない様に細心の注意を払います。 

② 上記の目的において、個人情報を第三者提供した際には、提供先及び内容や経

過を記録しております。 

 

２６．その他運営についての重要事項 

事業所は、全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

介護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに

類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な

措置を講じます。また、職員の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けるもの

とし、業務の執行体制についても検証、整備します。 

○ 採用時研修  採用後一か月以内 

○ 継続研修   随時 

事業所は、適切な（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより職員の就業環境が害されることを防止す



るための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別掲 

 

１．（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービス費（厚生労働省が定める基準額） 

介護報酬算定区分：認知症対応型共同生活介護（Ⅱ） 

  介護報酬 1 単位あたりの単価：10.14円（地域区分：7級地） 

 

●基本介護費（介護報酬告示額） 

状態区分 

1日あたりの 

単位数 

1日あたりの 

自己負担額 

（1 割） 

1日あたりの 

自己負担額 

（2 割） 

1日あたりの 

自己負担額 

（3 割） 

要支援２ 749 単位 760 円 1,519円 2,279円 

要介護１ 753 単位 764 円 1,527円 2,291円 

要介護２ 788 単位 799 円 1,598円 2,397円 

要介護３ 812 単位 824 円 1,647円 2,471円 

要介護４ 828 単位 840 円 1,680円 2,519円 

要介護５ 845 単位 857 円 1,714円 2,571円 

 

●加算 

加算 基本単位 
利用者負担 

算定回数等 
1 割負担 2 割負担 3 割負担 

夜間支援体制加算(Ⅰ) 50 51 円 102 円 152 円 
１日につき 

夜間支援体制加算(Ⅱ) 25 26 円 51 円 76 円 

若年性認知症利用者受入加算 120 122 円 244 円 365 円 １日につき 

入院時費用 246 250 円 499 円 749 円 
１月につき６日を

限度 

看取り介護加算 

72 73 円 146 円 219 円 
死亡日以前３１日以

上４５日以下 

144 146 円 292 円 438 円 
死亡日以前４日以上

３０日以下 

680 690 円 1,379 円 2,069 円 
死亡日の前日及び

前々日 

1,280 1,298 円 2,596 円 3,894 円 死亡日 

初期加算 30 31 円 61 円 91 円 １日につき 

協力医療機関連携加算 100 102 円 203 円 305 円 
１月につき 

協力医療機関連携加算 40 41 円 82 円 122 円 

医療連携体制加算(Ⅰ)イ 57 58 円 116 円 174 円 

１日につき 
医療連携体制加算(Ⅰ)ロ 47 48 円 96 円 143 円 

医療連携体制加算(Ⅰ)ハ 37 38 円 75 円 113 円 

医療連携体制加算(Ⅱ) 5 5 円 11 円 16 円 

退去時情報提供加算 250 254 円 507 円 761 円  

退居時相談援助加算 400 406 円 812 円 1,217 円 １回につき 

認知症専門ケア加算(Ⅰ) 3 3 円 6 円 9 円 
１日につき 

認知症専門ケア加算(Ⅱ) 4 4 円 9 円 13 円 



認知症チームケア推進加算

(Ⅰ) 
150 153 円 305 円 457 円 

１月につき 
認知症チームケア推進加算

(Ⅱ) 
120 122 円 244 円 365 円 

生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100 102 円 203 円 305 円 １月につき(３月

に１回を限度) 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200 203 円 406 円 609 円 

栄養管理体制加算 30 31 円 61 円 92 円 １月につき 

口腔衛生管理体制加算 30 31 円 61 円 92 円 １月につき 

口腔・栄養スクリーニング加

算 
20 21 円 41 円 61 円 １回につき 

科学的介護推進体制加算 40 41 円 82 円 122 円 １月につき 

高齢者施設等感染対策向上加

算(Ⅰ) 
10 11 円 21 円 31 円 

１月につき 
高齢者施設等感染対策向上加

算(Ⅱ) 
5 5 円 11 円 16 円 

新興感染症等施設療養費 240 244 円 487 円 730 円 
１月に１回、連続

する５日を限度 

生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 100 102 円 203 円 305 円 
１月につき 

生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 10 11 円 21 円 31 円 

サービス提供体制強化加算

(Ⅰ) 
22 23 円 45 円 67 円 

１日につき 
サービス提供体制強化加算

(Ⅱ) 
18 19 円 37 円 55 円 

サービス提供体制強化加算

(Ⅲ) 
6 6 円 13 円 19 円 

介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) 
所定単位

数の 

186/1000 

左記の 

1 割 

左記の 

2 割 

左記の 

3 割 

基本サービス費に

各種加算減算を加

えた総単位数 

（所定単位数） 

介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) 
所定単位

数の 

178/1000 

介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) 
所定単位

数の 

155/1000 

介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) 
所定単位

数の 

125/1000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．介護保険対象外の利用料 

居室料 ３６,０００～４３,０００円 

水道光熱費 ２８,０００円 

食材料費 ３６,０００円 

暖房費 １０,０００円（１０月より５月まで） 

敷金 
居室料の１ヶ月分（退去時に返却。ただし、居室の清掃費用および利用

状況により発生する修繕費用等については、実費額を差し引く） 

※月途中で入退去した場合は、日割計算とします。 

※外出時及び外泊時は、前日までに申し出があった場合、食事代（朝食 300円、昼食夕食

各 400円）を請求料金から差引して請求させていただきます。 

※長期の外出、外泊についての水道光熱費及び暖房料金等の計算については、１０日を越

えた日より日割計算とし、当月期間中の利用がない場合は、基本料金として１０％の金

額を請求します。 

※上記以外で日常生活において必要とされる費用（おむつ代、理美容代、嗜好品、医療費

等）であって、契約者に負担させることが適当と認められる場合、その実費をお預かり

します。 

 

３．料金の支払方法 

   利用料金は、毎月２０日にご請求します。なお、支払方法は、現金、銀行振込のい

ずれかによるものとします。銀行振込の場合の振込手数料については、ご負担願いま

す。 

  

  ・支払期日 請求月の末日までに、上記の方法のいずれかでお願いいたします。 

 

  ・振込先 

銀行名 北洋銀行 手稲中央支店 

口座番号 普通 ３６１２８９２ 

口座名義 有限会社ソラ 代表取締役 片桐幸子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



私は、事業者の職員（ 村井 竜二 ）から重要事項についての説明を受けたことを証 

 

します。 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 契  約  者    住  所 

  

  氏  名               ○印  

 

 

 

                  契約者代理人    住  所 

 

                   氏  名               ○印  


